
四日市港における物流と三重県経済
～四日市港の利用率向上を通じた三重県経済の成長・発展を目指して～

四日市港は、中部圏を代表する国際物流拠点として、エネルギーや原材料となるバルク貨物を輸入し、完
成自動車などを輸出するのみならず、コンテナ貨物も取り扱う総合港湾として着実な成長を続けています。ま
た、その背後圏では、日本有数の臨海部コンビナートを中心とした基礎素材型産業や、内陸部の加工組立
型産業などが集積しており、四日市港はこれら背後圏産業の発展を物流面から支えています。
そこで、本稿では、四日市港や背後圏の経済的特徴を概観した上で、四日市港に関連する経済活動が背
後圏経済にどの程度貢献しているのかを確認し、四日市港を通じた三重県経済の成長・発展に向けた課題
やそのポテンシャルについて分析しました。

要　約

調査レポート
Research repor t

四日市港は、東名阪自動車道や国道1号などの主要道路を通して、県内に点在する産業群と結
ばれており、その発展とともに、四日市港の果たす役割もより一層重要さを増しています。さらに、四
日市港は、三重県を代表する港湾であるほか、全国的にみても日本有数の貿易拠点であると言えま
す。このように四日市港が日本有数の貿易拠点としての地位を築いている背景として、背後圏であ
る三重県では、県北部の北勢地域を中心にものづくりが盛んで、グローバル企業が多数立地して
いることが指摘できます。

四日市港と背後圏の現状1

四日市港の経済活動については、地域経済に大きく影響を与えており、その効果は多岐にわたって
いると考えられます。こうした地域経済への波及効果を捉えたものが四日市港の経済効果であり、四日
市港の経済活動は、三重県経済や所在市である四日市市経済に対し、１割強の影響をもたらしてい
るとみられます。加えて、四日市港の輸出額については、海外生産へのシフトが懸念されるものの、アジ
ア向けを中心に全国を上回るペースで増加傾向を辿っており、四日市港の重要度はますます高まって
います。

高まる四日市港の役割2

四日市港の経済活動は、背後圏に広く経済効果をもたらしているものの、三重県企業が輸出する
際に四日市港を利用する割合は３割弱と低く、背後圏経済が着実に成長・発展していくためには、背
後圏の貨物取り込みに一段と注力していくことが重要です。四日市港の周辺には、他港を利用するよ
りも陸上輸送コストの面で優位と考えられる市町村も多く、利用率向上に向けたポテンシャルは高いと
みられます。四日市港利用促進協議会などにより、三重県内外で積極的なポートセールスが行われる
なか、四日市港の利用率向上を通じた取扱貨物の増加により、県内経済が成長・発展していくことが
期待されます。

四日市港の経済効果拡大に向けて3

（１）四日市港の背後圏の交通網
四日市港の港勢を把握するうえで、まずはそのロ

ケーションについてみると、四日市港は、東名阪自動
車道や伊勢自動車道など、県内を通る高規格幹線
道路や、国道１号、２３号などの主要国道、四日市港
の霞ヶ浦地区と東名阪自動車道をほぼ直線で結ぶ
富田山城線などの県道を通じて、北勢地域（三重
県北部の５市５町）を中心とした県内の産業群と結
ばれています。
その道路網を具体的にみると（図表１）、県内を通

る高規格幹線道路は、伊勢湾岸自動車道、東名阪
自動車道、伊勢自動車道、名阪国道（国道２５号）
のほか、２００８年２月には、新名神高速道路の亀山
ＪＣＴ（ジャンクション）－草津田上ＩＣ（インターチェン
ジ）間が開通し、滋賀県や京都府など、関西圏との
アクセスが大きく向上しました。
一方、主要国道のうち、国道1号は、愛知県から

四日市市など北勢地域を経由して滋賀県、京都府、
大阪府に至るほか、国道２３号は愛知県から北勢
地域の臨海部を通っており、コンビナート企業の主
要物流ルートとなっています。さらに県内では、川越
町から鈴鹿市を結ぶ延長約２８ｋｍの国道１号北勢
バイパス、鈴鹿市から松阪市を結ぶ延長約３４ｋｍ
の国道２３号中勢バイパスも一部供用が開始されて
おり、全線開通が待たれる状況です。
一方、今後の道路計画及び整備状況をみると、

新名神高速道路の四日市ＪＣＴ－亀山西ＪＣＴ間が、
２０１８年度の全線開通を目指し、用地買収や建設
工事などの事業が進められています。このほか、東
海環状自動車道の四日市北ＪＣＴ－北勢ＩＣ間を含
む「西回りルート」の整備が計画されており、２０２０
年度までに全線開通を目指すことがアナウンスされ
ています。
このほか、港におけるアクセス面の利便性向上の

ため、霞ヶ浦北埠頭と伊勢湾岸自動車道 みえ川越
ＩＣを結び、四日市港の北側より港にアプローチする
際に国道２３号などの渋滞を避けられる、臨港道路 
霞４号幹線の整備が進められています。
これらの道路網が完成すると、四日市港への物
流アクセスは一段と向上すると予想されます。

（２）四日市港と背後圏の特徴
このような交通網によって県内産業と結ばれてい

る四日市港は、三重県を代表する港湾であるほか、
全国的にみても日本有数の貿易拠点であると言えま
す。
すなわち、財務省「貿易統計」から四日市港の輸

出入総額をみると、２０１０年は２．４６兆円となってお
り、これに尾鷲港、津港を加えた三重県の港の合計
値（２．６４兆円）のうち、四日市港が９割超を占めて
います。さらに、２０１０年の港別の貿易額順位をみる
と（次頁、図表２）、四日市港は、輸出入総額が全国
の全１４４港中１０位となったほか、輸出（１．１３兆
円）が１２位、輸入（１．３３兆円）が１０位と、それぞ
れ上位にランクインしています。
このように、四日市港が全国有数の貿易港として
の地位を築いている背景として、背後圏である三重
県において、北勢地域を中心にものづくりが盛んで
あり、とりわけ、海外との取引が多い大企業が多数
立地している点が指摘できます。

四日市港の位置と背後地域の交通網図表11．四日市港と背後圏の現状
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（資料） 四日市港管理組合「平成22年度四日市港経済効果調査」
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北勢地域を中心とした三重県でものづくりが盛ん
なことを示す一つの指標として、三重県ならびに北
勢地域の産業構造を全国と比較すると（図表３）、
三重県では県内総生産に占める製造業の比率が３
２．７％と、全国（１８．３％）を大きく上回っており、とり
わけ北勢地域は３９．６％と、全国の２倍を超す水準
となっています。

さらに、北勢地域における大手企業の立地状況
を確認すると（図表４）、四日市市の石油化学関連
や鈴鹿市の自動車関連を始め、グローバル企業が
多数立地しており、これらの企業による海外への販
売活動や海外からの原材料の調達活動が、四日市
港における輸出入の底上げにつながっていると考え
られます。

こうした産業を背後圏に抱える四日市港の輸出入
については現在、輸出は自動車など輸送用機器が
中心である一方、輸入は原油など原燃料が大部分
を占める状況となっています。
具体的に、２０１０年における四日市港の輸出入

額の品目別構成比をみると（次頁、図表５）、まず輸
出については、自動車や自動車の部分品などの輸
送機器が２，７６７億円と、輸出額全体（１兆１，３１４
億円）の約４分の１を占め、次いでプラスチックなどの
化学製品（１，９５２億円、１７．３％）の割合が高く
なっています。他方、輸入については、原油が７，４９
０億円と、輸入額全体の過半を占めているうえ、液化
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（資料） 名古屋税関「全国港別貿易額順位表」

（資料） 内閣府「国民経済計算確報」、三重県「三重県の市町民経済計算」

天然ガス（ＬＮＧ）などの石油ガス類（２，８２１億円、２
１．２％）についても２割を超すシェアを保持しており、
四日市港は臨海部のコンビナート企業にとって、原
材料の輸入基地として重要な役割を果たしていると
言えます。

（１）四日市港の経済効果
このような貿易構造を持つ四日市港については、

その経済活動が地域経済に大きく影響を与えてお
り、経済効果も多岐にわたっていると考えられます。
例えば、四日市港にかかわる企業に勤める人々が給
与をもとにモノやサービスを購入するほか、企業自ら
が設備投資を行ったり、港湾を通じて海外への輸出
や県外への移出を行ったりするなど、さまざまな活動
が行われています。こうした活動は、それにかかわる
産業の生産を生み、その産業における原材料の購
入やサービスの利用はさらに別の産業で新たな生
産を呼び起こすなど、効果が多岐にわたる部門へ
波及していきます。
こうした地域経済への波及効果を捉えたものが四

日市港の経済効果であり、四日市港管理組合は、
「平成２２年度 四日市港経済効果調査」において詳

細な推計を行っています。それによると、四日市港の
経済活動は、所在地である三重県や四日市市の経
済に対して１割強の影響をもたらしています。
まず、四日市港が三重県経済に与える経済効果
についてみると（図表６）、県内総生産については三
重県全体（２００８年度：７兆３，２５８億円）の１０．
９％に相当する７，９５７億円、雇用者数については
三重県全体（２００５年度：７７万５，６３５人）の１１．
１％に相当する８万６，３７１人、県税収入については
三重県全体（２００９年度：２，０９４億円）の１２．７％
に相当する２６６億円を誘発したと推計されていま
す。

次に、四日市港が四日市市経済に与える経済効
果についてみると（次頁、図表７）、市内総生産につ
いては四日市市全体（２００８年度：１兆３，９３４億
円）の１３．４％に相当する１，８６３億円、雇用者数に
ついては四日市市全体（２００５年度：１３万２，８７２
人）の１２．１％に相当する１万６，０９６人、市税収入
については四日市市全体（２００９年度：６１２億円）
の１２．０％に相当する７３億円を誘発したと推計され
ています。

図表2

北勢地域における主なグローバル企業図表4

図表3

四日市港が三重県にもたらす経済効果図表6

（資料） 四日市臨海部産業活性化促進協議会「三重県北部産業ナビゲーション」を基に三重銀総研作成

（資料） 四日市港管理組合「平成22年度四日市港経済効果調査」

四日市港の輸出入品目（2010年）図表5

（資料） 名古屋税関「貿易統計」
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北勢地域を中心とした三重県でものづくりが盛ん
なことを示す一つの指標として、三重県ならびに北
勢地域の産業構造を全国と比較すると（図表３）、
三重県では県内総生産に占める製造業の比率が３
２．７％と、全国（１８．３％）を大きく上回っており、とり
わけ北勢地域は３９．６％と、全国の２倍を超す水準
となっています。

さらに、北勢地域における大手企業の立地状況
を確認すると（図表４）、四日市市の石油化学関連
や鈴鹿市の自動車関連を始め、グローバル企業が
多数立地しており、これらの企業による海外への販
売活動や海外からの原材料の調達活動が、四日市
港における輸出入の底上げにつながっていると考え
られます。

こうした産業を背後圏に抱える四日市港の輸出入
については現在、輸出は自動車など輸送用機器が
中心である一方、輸入は原油など原燃料が大部分
を占める状況となっています。
具体的に、２０１０年における四日市港の輸出入

額の品目別構成比をみると（次頁、図表５）、まず輸
出については、自動車や自動車の部分品などの輸
送機器が２，７６７億円と、輸出額全体（１兆１，３１４
億円）の約４分の１を占め、次いでプラスチックなどの
化学製品（１，９５２億円、１７．３％）の割合が高く
なっています。他方、輸入については、原油が７，４９
０億円と、輸入額全体の過半を占めているうえ、液化
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（資料） 名古屋税関「全国港別貿易額順位表」

（資料） 内閣府「国民経済計算確報」、三重県「三重県の市町民経済計算」

天然ガス（ＬＮＧ）などの石油ガス類（２，８２１億円、２
１．２％）についても２割を超すシェアを保持しており、
四日市港は臨海部のコンビナート企業にとって、原
材料の輸入基地として重要な役割を果たしていると
言えます。

（１）四日市港の経済効果
このような貿易構造を持つ四日市港については、

その経済活動が地域経済に大きく影響を与えてお
り、経済効果も多岐にわたっていると考えられます。
例えば、四日市港にかかわる企業に勤める人々が給
与をもとにモノやサービスを購入するほか、企業自ら
が設備投資を行ったり、港湾を通じて海外への輸出
や県外への移出を行ったりするなど、さまざまな活動
が行われています。こうした活動は、それにかかわる
産業の生産を生み、その産業における原材料の購
入やサービスの利用はさらに別の産業で新たな生
産を呼び起こすなど、効果が多岐にわたる部門へ
波及していきます。
こうした地域経済への波及効果を捉えたものが四

日市港の経済効果であり、四日市港管理組合は、
「平成２２年度 四日市港経済効果調査」において詳

細な推計を行っています。それによると、四日市港の
経済活動は、所在地である三重県や四日市市の経
済に対して１割強の影響をもたらしています。
まず、四日市港が三重県経済に与える経済効果
についてみると（図表６）、県内総生産については三
重県全体（２００８年度：７兆３，２５８億円）の１０．
９％に相当する７，９５７億円、雇用者数については
三重県全体（２００５年度：７７万５，６３５人）の１１．
１％に相当する８万６，３７１人、県税収入については
三重県全体（２００９年度：２，０９４億円）の１２．７％
に相当する２６６億円を誘発したと推計されていま
す。

次に、四日市港が四日市市経済に与える経済効
果についてみると（次頁、図表７）、市内総生産につ
いては四日市市全体（２００８年度：１兆３，９３４億
円）の１３．４％に相当する１，８６３億円、雇用者数に
ついては四日市市全体（２００５年度：１３万２，８７２
人）の１２．１％に相当する１万６，０９６人、市税収入
については四日市市全体（２００９年度：６１２億円）
の１２．０％に相当する７３億円を誘発したと推計され
ています。

図表2

北勢地域における主なグローバル企業図表4

図表3

四日市港が三重県にもたらす経済効果図表6

（資料） 四日市臨海部産業活性化促進協議会「三重県北部産業ナビゲーション」を基に三重銀総研作成

（資料） 四日市港管理組合「平成22年度四日市港経済効果調査」

四日市港の輸出入品目（2010年）図表5

（資料） 名古屋税関「貿易統計」
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（２）増加傾向を辿る四日市港の輸出
加えて、四日市港では、輸出額が概ね全国平均を

上回るペースで増加傾向を辿っており、この点からも
四日市港の重要度はますます高まっていると言えます。
すなわち、貿易統計より四日市港の輸出額の推移
をみると（図表８）、四日市港の輸出額はほぼ一貫し
て増加が続き、２０００年に５，９９５億円だった輸出
額は、２０１０年には１兆１，３１５億円に増加していま
す。２００９年はリーマン・ショックによる需要の減少を
背景に大幅な落ち込みを余儀なくされたものの、２０
１０年には持ち直しに転じています。

この間、全国の輸出額も増加傾向を辿ったもの
の、三重県ではそれを上回るペースで輸出額が増
加したことから、２０００年に１．１６％だった全国シェ
アは、２０１０年には１．６８％となっています。
四日市港での輸出額が、全国を凌ぐ勢いで増加

した背景として、県内企業が他地域の企業を上回る
スピードで、輸出相手国を経済成長著しいアジア諸
国にシフトしたのとともに、こうした動きを捉えて、四日
市港においてアジア向け航路の充実が図られたこと
が指摘できます。
具体的に、四日市港と全国の仕向地別輸出額の

構成比をみると（図表９）、２０００年における四日市
港のアジア向け輸出の割合は３１．７％であったのに
対し、全国は４１．１％となっており、この時点で四日
市港はむしろ全国よりもアジア比率が低かったと言え
ます。もっともその後、四日市港からの輸出は急ピッチ
でアジアシフトが進み、２０１０年には、四日市港のア
ジア向け輸出の割合は６０．５％と、全国（５６．１％）
を上回る水準へと高まっています。

ここで、アジア諸国の経済成長のスピードを確認
するため、主要国・地域における実質ＧＤＰ成長率を
比較すると（次頁、図表１０）、中国やインド、ＮＩＥｓ
（香港、韓国、シンガポール、台湾）ＡＳＥＡＮ５（インド
ネシア、マレーシア、フィリピン、タイ、ベトナム）は、一
貫してわが国や米国などの主要先進国を上回って
推移しています。とりわけ２００８・０９年に着目すると、
リーマン・ショックの影響から、主要先進国がマイナ

四日市港が四日市市にもたらす経済効果
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（資料） 財務省、名古屋税関「貿易統計」

ス成長となるなか、中国やインド、ＡＳＥＡＮ５は伸び
率が鈍化こそしたものの、プラス成長をキープしまし
た。さらに、先行きについても、ＩＭＦによれば、中国や
インド、ＡＳＥＡＮ５では５％超で推移するほか、ＮＩＥｓ
でも主要先進国を大きく上回る見通しとなっており、
低成長を辿る先進国とは対照的にアジア諸国では
高成長が続くとみられます。

このように、アジア諸国では、高い経済成長が続く
なか、生活水準が著しく向上する過程にあり、これら
の国々への輸出は企業などを対象とした設備機械
や部分品以外にも、個人をターゲットとした製品の輸
出についても拡大していくことが期待されます。
すなわち、主要国・地域における生活水準を比較

する上で、各国の物価水準が等しくなるよう調整し
た、購買力平価ベースでの１人当たりＧＤＰの推移を
みると（図表１１）、アジア諸国の１人当たりＧＤＰは、
一貫して主要先進国を上回る勢いで増加しており、
２０１０年には中国で２０００年対比３倍強、インドでは
同２倍強となりました。こうしたなか、主要先進国とア
ジア諸国の生活水準の乖離も縮小傾向にあり、とり
わけＮＩＥｓについては、２０１６年の１人当たりＧＤＰが
４６，５０５ドルと、主要先進国（４５，４４４ドル）を上回
るとの見通しとなっています。以上の点を踏まえれ
ば、アジア諸国における家計の生活水準の向上に
伴い、個人向け最終製品の需要も強まるとみられま
す。
ただし、全国的に製造業の海外シフトが進むな

か、三重県でも海外進出の動きがみられる点などを
踏まえれば、四日市港の輸出の伸びが限定的なもの
にとどまることをリスク要因と指摘できます。

すなわち、製造業の国内全法人の売上高のうち
海外現地法人の売上高が占める割合（海外生産比
率）をみると（図表１２）、概ね上昇傾向を辿っており、
２０００年度に１１．８％だったものが、２００９年度には
１７．２％となりました。こうしたなか、東洋経済新報社
の調査によると、県内製造業の海外現地法人数は、
２０００年には５９社だったものが、２０１０年には８６
社と、３０社程度増加しています。さらに、最近の円
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（２）増加傾向を辿る四日市港の輸出
加えて、四日市港では、輸出額が概ね全国平均を
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をみると（図表８）、四日市港の輸出額はほぼ一貫し
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額は、２０１０年には１兆１，３１５億円に増加していま
す。２００９年はリーマン・ショックによる需要の減少を
背景に大幅な落ち込みを余儀なくされたものの、２０
１０年には持ち直しに転じています。

この間、全国の輸出額も増加傾向を辿ったもの
の、三重県ではそれを上回るペースで輸出額が増
加したことから、２０００年に１．１６％だった全国シェ
アは、２０１０年には１．６８％となっています。
四日市港での輸出額が、全国を凌ぐ勢いで増加

した背景として、県内企業が他地域の企業を上回る
スピードで、輸出相手国を経済成長著しいアジア諸
国にシフトしたのとともに、こうした動きを捉えて、四日
市港においてアジア向け航路の充実が図られたこと
が指摘できます。
具体的に、四日市港と全国の仕向地別輸出額の

構成比をみると（図表９）、２０００年における四日市
港のアジア向け輸出の割合は３１．７％であったのに
対し、全国は４１．１％となっており、この時点で四日
市港はむしろ全国よりもアジア比率が低かったと言え
ます。もっともその後、四日市港からの輸出は急ピッチ
でアジアシフトが進み、２０１０年には、四日市港のア
ジア向け輸出の割合は６０．５％と、全国（５６．１％）
を上回る水準へと高まっています。

ここで、アジア諸国の経済成長のスピードを確認
するため、主要国・地域における実質ＧＤＰ成長率を
比較すると（次頁、図表１０）、中国やインド、ＮＩＥｓ
（香港、韓国、シンガポール、台湾）ＡＳＥＡＮ５（インド
ネシア、マレーシア、フィリピン、タイ、ベトナム）は、一
貫してわが国や米国などの主要先進国を上回って
推移しています。とりわけ２００８・０９年に着目すると、
リーマン・ショックの影響から、主要先進国がマイナ

四日市港が四日市市にもたらす経済効果

四日市港の輸出額と全国シェア

（資料） 財務省、名古屋税関「貿易統計」

ス成長となるなか、中国やインド、ＡＳＥＡＮ５は伸び
率が鈍化こそしたものの、プラス成長をキープしまし
た。さらに、先行きについても、ＩＭＦによれば、中国や
インド、ＡＳＥＡＮ５では５％超で推移するほか、ＮＩＥｓ
でも主要先進国を大きく上回る見通しとなっており、
低成長を辿る先進国とは対照的にアジア諸国では
高成長が続くとみられます。

このように、アジア諸国では、高い経済成長が続く
なか、生活水準が著しく向上する過程にあり、これら
の国々への輸出は企業などを対象とした設備機械
や部分品以外にも、個人をターゲットとした製品の輸
出についても拡大していくことが期待されます。
すなわち、主要国・地域における生活水準を比較

する上で、各国の物価水準が等しくなるよう調整し
た、購買力平価ベースでの１人当たりＧＤＰの推移を
みると（図表１１）、アジア諸国の１人当たりＧＤＰは、
一貫して主要先進国を上回る勢いで増加しており、
２０１０年には中国で２０００年対比３倍強、インドでは
同２倍強となりました。こうしたなか、主要先進国とア
ジア諸国の生活水準の乖離も縮小傾向にあり、とり
わけＮＩＥｓについては、２０１６年の１人当たりＧＤＰが
４６，５０５ドルと、主要先進国（４５，４４４ドル）を上回
るとの見通しとなっています。以上の点を踏まえれ
ば、アジア諸国における家計の生活水準の向上に
伴い、個人向け最終製品の需要も強まるとみられま
す。
ただし、全国的に製造業の海外シフトが進むな

か、三重県でも海外進出の動きがみられる点などを
踏まえれば、四日市港の輸出の伸びが限定的なもの
にとどまることをリスク要因と指摘できます。

すなわち、製造業の国内全法人の売上高のうち
海外現地法人の売上高が占める割合（海外生産比
率）をみると（図表１２）、概ね上昇傾向を辿っており、
２０００年度に１１．８％だったものが、２００９年度には
１７．２％となりました。こうしたなか、東洋経済新報社
の調査によると、県内製造業の海外現地法人数は、
２０００年には５９社だったものが、２０１０年には８６
社と、３０社程度増加しています。さらに、最近の円
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（注１）海外生産比率＝海外現地法人売上高／国内法人売上高（国内全法人ベース）。
（注２）三重県の海外現地法人数は、暦年ベース。
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10％以上20％未満
20％以上30％未満
30％以上40％未満
40％以上

5％以上10％未満
5％未満

高傾向が続けば、こうした動きに拍車がかかる懸念
があります。

（１）求められる四日市港の利用拡大
これまでみたとおり、四日市港の経済活動は、三重
県経済や四日市市経済に広く経済効果をもたらして
います。もっとも、三重県企業が輸出を行う際に四日
市港を利用する割合は高くなく、三重県経済や四日
市市経済が着実に成長・発展していくためには、四
日市港の輸出額の増加などを通じ、地元でより大き
な経済効果が誘発されるよう、四日市港の利用率向
上を推進していくことが重要と考えられます。
　例えば、輸出額の上位１５港について、所在都府
県の輸出額全体に占める当該港の利用率を比較す
ると（図表１３）、四日市港における２００８年の三重
県企業等の利用率は２９．７％と、２００３年対比で１
０．５ポイント上昇したものの、県内で他に有力な貿易
港が無いことを踏まえれば、地元での利用率は他の
港に比べやや低めであると言えます。

この点に関して、三重県内で生産された輸出用
貨物がどの港から、どの程度輸出されているのか確
認すると（図表１４）、名古屋港が３３．８％と最も高い
シェアを占めています。
そこで、県内企業による四日市港の利用率が向

上し、輸出額が増えれば、三重県に波及する経済効

果もどの程度高まると考えられるのでしょうか。四日市
港における三重県内企業等の利用率が約１０ポイン
ト高い４０％に上昇した場合の、三重県経済へ与え
る経済効果の増加についてシミュレーションを行った
結果をみると（図表１５）、四日市港の経済効果は、
総生産が＋９４７億円、雇用者数が＋１万３７１人、県
税収入が＋３４億円と、軒並み経済効果が増えると
推計されることから、そのインパクトは相当大きいと評
価できます。

輸出上位15港における所在都府県企業等の利用率

（資料） 財務省「輸出入貨物の物流動向調査」

（２）四日市港の利用拡大に向けて
さらに、四日市港は、三重県内の企業等だけでな

く、周辺府県の企業等にとっても、名古屋港や大阪
港といった他の競合港を利用する場合より、陸上輸
送コストの面で優位と考えられる場合があり、これら
企業等を含めた利用率の向上を図っていく必要が
あると考えられます。
この点について、四日市港を利用することで陸上
輸送面での優位性が認められる地域についてみる
と（図表１６）、例えば、三重県内では木曽岬町を除く
２８市町で、他の港湾を使用するよりも、コスト面で優
位にあるとみられます。とりわけ、四日市市（コスト削
減率：７５．０％）、鈴鹿市（同：５１．２％）、菰野町
（同：４７．０％）、朝日町（同：５３．９％）、川越町（同：
５６．８％）の２市３町では、名古屋港を利用する場合
と比較して４割以上もコスト削減につながるとみられ
ます。さらに、県外に目を向けると、滋賀県の甲賀市
（同：２１．７％）や日野町（同：２１．１％）では、名古屋
港を利用するのに比べて２割以上のコスト削減がで
きるとみられます。
　四日市港管理組合では、木曽岬町を除く県内２８

市町など、四日市港の利用で陸上輸送コストが５％
以上削減される市町村を「ポートセールス重点地
区」と位置づけています。これら地域の外貿コンテナ
貨物量と利用率を確認すると（図表１７）、例えば鈴鹿・
亀山地区では２００８年の四日市港利用率は１５．
１％にとどまり、総貨物量約１１．７万トンのうち１．８万
トンしか四日市港で取り扱われていない状況です。さ
らに、県外の「ポートセールス重点地区」における貨
物量と利用率をみると、滋賀県では総貨物量が約
２６．８万トンに達するものの、四日市港の利用率は
１割にとどまり、岐阜県及び福井県では貨物をほとん
ど取り込めていない状況です。こうした状況を踏まえ
れば、これら地域の貨物取り込みは急務であり、実
際に四日市港利用促進協議会などにより、三重県内
外で積極的なポートセールスが行われています。

一方、港の利用企業でも、ＣＯ２削減への社会的
要請を背景に、最寄り港である四日市港の利用に対
する関心が高まっています。このようなニーズに対応
すべく、四日市港管理組合では、四日市港の利用に
よりＣＯ２の排出削減を図る企業を支援する事業とし
て「四日市港グリーン物流促進補助事業」を２００８
年度から行っており、補助金の交付件数、ＣＯ２削減
効果ともに年々増加しています。
以上を踏まえれば、四日市港の利用率向上を通じ

た取扱貨物の増加によって、県内経済は一層成長・
発展していくことが期待されましょう。

（２０１１．１０．４）
中 朋生

図表14

図表13

（資料） 財務省「輸出入貨物の物流動向調査」

四日市港利用による陸上輸送コスト削減率図表16

（資料） 四日市港管理組合「四日市港外貿コンテナ貨物流動等調査」

輸出について四日市港の利用率が約1割増加した
場合の三重県に及ぼす経済効果図表15

（資料） 四日市港管理組合「平成22年度四日市港経済効果調査」
（ 注 ） 青枠内・白抜きの数字は、三重県内企業の四日市港利用率が現状程度にとどまった場合
　　　 （図表6）と比べた際の総生産・県税収入の増加額および雇用者数の増加数。

三重県における利用港別輸出額（2008年）

（資料） 四日市港管理組合「四日市港外貿コンテナ貨物流動等調査」

3．四日市港の経済効果の拡大に向けて

輸出額の順位

港名

成田空港

名古屋

横浜

神戸

東京

関西空港

大阪

三河
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博多
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千葉

広島
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兵庫

東京
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大阪
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静岡

福岡

神奈川

三重

千葉

広島

岡山

427

1,664

749

421

1,031

713

713

1,664

610

269

749

232

427

204

270

所在
都府県

所在都府県全体の
輸出額（億円）

当該港の利用率
（％）

2003年

520

2,239

1,156

687

1,034

1,046

1,046

2,239

559

479

1,156

586

520

460

457

2008年

43.1

66.5

46.7

58.6

11.9

38.9

19.0

14.3

31.9

14.2

2.2

19.2

12.8

29.5

65.2

2003年

50.4

56.9

63.3

58.9

10.7

26.3

18.9

26.5

33.3

20.6

0.9

29.7

5.0

39.1

72.2

2008年

1

2

3

4

5

6

7

8

9
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11

12

13

14

15

（％）
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その他
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成田国際空港

関西国際空港

四日市港

名古屋港

4.9

3.1

4.6

23.9

29.7

33.8

（単位：%）

〈総生産〉 〈雇用者数〉

〈県税収入〉

9万6,742人9万6,742人

12.5

77万5,635人
（2005年度）

14.3

300億円300億円
2,094億円
（2009年度）

8,904億円8,904億円

12.2

7兆3,258億円
（2008年度）

＋947億円

＋34億円

＋1万371人

ポートセールス重点地区のコンテナ貨物量と
四日市港利用率（2008年）図表17

該当地区 総貨物量
（トン）

538,185

198,929

80,874

116,550

67,679

74,153

45,381

267,544

6,103

159,354

89,787

17,781

17,643

11,870

22,273

522

26,824

0

29.6

45.1

22.0

15.1

17.5

30.0

1.2

10.0

0.0

四日市港貨物量
（トン）

四日市港利用率
（％）

三重県（木曽岬町を除く全市
町）

桑名地区

四日市地区

鈴鹿・亀山地区

伊賀・名張地区

津以南

岐阜県（大垣地区の大部分と
岐阜地区の一部）

滋賀県（彦根長浜地区の全
部、湖北、湖南、湖東、湖西地
区の大部分）

福井（敦賀小浜地区の一部）
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10％以上20％未満
20％以上30％未満
30％以上40％未満
40％以上

5％以上10％未満
5％未満

高傾向が続けば、こうした動きに拍車がかかる懸念
があります。

（１）求められる四日市港の利用拡大
これまでみたとおり、四日市港の経済活動は、三重
県経済や四日市市経済に広く経済効果をもたらして
います。もっとも、三重県企業が輸出を行う際に四日
市港を利用する割合は高くなく、三重県経済や四日
市市経済が着実に成長・発展していくためには、四
日市港の輸出額の増加などを通じ、地元でより大き
な経済効果が誘発されるよう、四日市港の利用率向
上を推進していくことが重要と考えられます。
　例えば、輸出額の上位１５港について、所在都府
県の輸出額全体に占める当該港の利用率を比較す
ると（図表１３）、四日市港における２００８年の三重
県企業等の利用率は２９．７％と、２００３年対比で１
０．５ポイント上昇したものの、県内で他に有力な貿易
港が無いことを踏まえれば、地元での利用率は他の
港に比べやや低めであると言えます。

この点に関して、三重県内で生産された輸出用
貨物がどの港から、どの程度輸出されているのか確
認すると（図表１４）、名古屋港が３３．８％と最も高い
シェアを占めています。
そこで、県内企業による四日市港の利用率が向

上し、輸出額が増えれば、三重県に波及する経済効

果もどの程度高まると考えられるのでしょうか。四日市
港における三重県内企業等の利用率が約１０ポイン
ト高い４０％に上昇した場合の、三重県経済へ与え
る経済効果の増加についてシミュレーションを行った
結果をみると（図表１５）、四日市港の経済効果は、
総生産が＋９４７億円、雇用者数が＋１万３７１人、県
税収入が＋３４億円と、軒並み経済効果が増えると
推計されることから、そのインパクトは相当大きいと評
価できます。

輸出上位15港における所在都府県企業等の利用率

（資料） 財務省「輸出入貨物の物流動向調査」

（２）四日市港の利用拡大に向けて
さらに、四日市港は、三重県内の企業等だけでな

く、周辺府県の企業等にとっても、名古屋港や大阪
港といった他の競合港を利用する場合より、陸上輸
送コストの面で優位と考えられる場合があり、これら
企業等を含めた利用率の向上を図っていく必要が
あると考えられます。
この点について、四日市港を利用することで陸上
輸送面での優位性が認められる地域についてみる
と（図表１６）、例えば、三重県内では木曽岬町を除く
２８市町で、他の港湾を使用するよりも、コスト面で優
位にあるとみられます。とりわけ、四日市市（コスト削
減率：７５．０％）、鈴鹿市（同：５１．２％）、菰野町
（同：４７．０％）、朝日町（同：５３．９％）、川越町（同：
５６．８％）の２市３町では、名古屋港を利用する場合
と比較して４割以上もコスト削減につながるとみられ
ます。さらに、県外に目を向けると、滋賀県の甲賀市
（同：２１．７％）や日野町（同：２１．１％）では、名古屋
港を利用するのに比べて２割以上のコスト削減がで
きるとみられます。
　四日市港管理組合では、木曽岬町を除く県内２８

市町など、四日市港の利用で陸上輸送コストが５％
以上削減される市町村を「ポートセールス重点地
区」と位置づけています。これら地域の外貿コンテナ
貨物量と利用率を確認すると（図表１７）、例えば鈴鹿・
亀山地区では２００８年の四日市港利用率は１５．
１％にとどまり、総貨物量約１１．７万トンのうち１．８万
トンしか四日市港で取り扱われていない状況です。さ
らに、県外の「ポートセールス重点地区」における貨
物量と利用率をみると、滋賀県では総貨物量が約
２６．８万トンに達するものの、四日市港の利用率は
１割にとどまり、岐阜県及び福井県では貨物をほとん
ど取り込めていない状況です。こうした状況を踏まえ
れば、これら地域の貨物取り込みは急務であり、実
際に四日市港利用促進協議会などにより、三重県内
外で積極的なポートセールスが行われています。

一方、港の利用企業でも、ＣＯ２削減への社会的
要請を背景に、最寄り港である四日市港の利用に対
する関心が高まっています。このようなニーズに対応
すべく、四日市港管理組合では、四日市港の利用に
よりＣＯ２の排出削減を図る企業を支援する事業とし
て「四日市港グリーン物流促進補助事業」を２００８
年度から行っており、補助金の交付件数、ＣＯ２削減
効果ともに年々増加しています。
以上を踏まえれば、四日市港の利用率向上を通じ

た取扱貨物の増加によって、県内経済は一層成長・
発展していくことが期待されましょう。

（２０１１．１０．４）
中 朋生

図表14

図表13

（資料） 財務省「輸出入貨物の物流動向調査」

四日市港利用による陸上輸送コスト削減率図表16

（資料） 四日市港管理組合「四日市港外貿コンテナ貨物流動等調査」

輸出について四日市港の利用率が約1割増加した
場合の三重県に及ぼす経済効果図表15

（資料） 四日市港管理組合「平成22年度四日市港経済効果調査」
（ 注 ） 青枠内・白抜きの数字は、三重県内企業の四日市港利用率が現状程度にとどまった場合
　　　 （図表6）と比べた際の総生産・県税収入の増加額および雇用者数の増加数。

三重県における利用港別輸出額（2008年）

（資料） 四日市港管理組合「四日市港外貿コンテナ貨物流動等調査」

3．四日市港の経済効果の拡大に向けて

輸出額の順位

港名

成田空港

名古屋

横浜

神戸

東京

関西空港

大阪

三河

清水

博多

川崎

四日市

千葉

広島

水島

千葉

愛知

神奈川

兵庫

東京

大阪

大阪

愛知

静岡

福岡

神奈川

三重

千葉

広島

岡山

427

1,664

749

421

1,031

713

713

1,664

610

269

749

232

427

204

270

所在
都府県

所在都府県全体の
輸出額（億円）

当該港の利用率
（％）

2003年

520

2,239

1,156

687

1,034

1,046

1,046

2,239

559

479

1,156

586

520

460

457

2008年

43.1

66.5

46.7

58.6

11.9

38.9

19.0

14.3

31.9

14.2

2.2

19.2

12.8

29.5

65.2

2003年

50.4

56.9

63.3

58.9

10.7

26.3

18.9

26.5

33.3

20.6

0.9

29.7

5.0

39.1

72.2

2008年
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四日市港
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4.9

3.1

4.6

23.9

29.7

33.8

（単位：%）

〈総生産〉 〈雇用者数〉

〈県税収入〉
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77万5,635人
（2005年度）

14.3

300億円300億円
2,094億円
（2009年度）

8,904億円8,904億円

12.2

7兆3,258億円
（2008年度）

＋947億円

＋34億円

＋1万371人

ポートセールス重点地区のコンテナ貨物量と
四日市港利用率（2008年）図表17

該当地区 総貨物量
（トン）
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67,679

74,153

45,381
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26,824
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四日市地区

鈴鹿・亀山地区

伊賀・名張地区

津以南

岐阜県（大垣地区の大部分と
岐阜地区の一部）

滋賀県（彦根長浜地区の全
部、湖北、湖南、湖東、湖西地
区の大部分）

福井（敦賀小浜地区の一部）
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